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普及が進む再生可能エネルギー

中国における水力、風力、太陽光の理論上の
開発量は、それぞれ、6.1兆kW、2.3兆kW、
2202兆kWであると指摘する研究もあるように、
中国政府は、再生可能エネルギーの開発に力を
入れている。
2017年末まで、中国が保有する発電設備総

量は17.8億kWに達し、うち非化石燃料発電設
備容量は6.9億kW、全体設備容量の38.7％を占
める。2017年に新規導入した非化石燃料発電設
備容量は8988万kWに達し、史上最多の記録を
つくった。導入量の順番として、太陽光が最も
多く、全体の60％を占める5338kW、その後を
風力の1952kWと水力の1287万kWが並ぶ。こ
れに対し、石炭火力発電設備の新規導入量は
3855万kWに留まり、前年度より142万kW少
ない。

補助金制度の仕組み

再エネ促進に関する根幹政策の一つが補助金
制度である。再エネ補助金額は、発電量に、再
エネと地域石炭火力発電の買取価格の差額をか
ける形で算出する。再エネ買取金額は、原則、
国が毎年決めるが、地域によってグループ化さ
れ、異なる買取価格が適用される（表）。
全体的な傾向として、再エネの買取単価が下

がり続けている。太陽光発電の下げ幅は特に大
きく、6年間の間で半分以下となった。財源は、
電気小売価格に上乗せる附加金であり、0.019
元/kWhと定めている。附加金は、いったん、国
に集められ、翌年に、国から地方政府経由で事
業者にまとめて支払う仕組みとなっている。

年々重なる未払い金

しかし、現在、中国では、補助金の未払い問
題が深刻化しており、その額、2017年末時点
で、すでに1000億元を超えていることが分か
った。理由は、附加金の基準を、2006年の0.001
元/kWhから2016年の0.019に、つまり19倍に
引き上げたにもかかわらず、急激に膨らんだ補助
金の需要に追いついていないからである。また、
発電実績の確認と補助金申請、支払い手続が一
年半以上かかってしまうことも一因として挙げら
れる。抜本的な対策を講じない限り、2020年まで、
2000億元の未払い金が発生するとの指摘もある。
主な対策として、2017年7月からスタートし

たグリーン電力証書制度と新規再エネ設置枠競
争制度が上げられる。これらについては、次回の
シリーズで紹介する。

●風力、太陽光発電の買取価格の歴史的な変遷  単位：元（kWh）

風力発電 Ⅰ区域 Ⅱ区域 Ⅲ区域 Ⅳ区域
2015年末まで接続 0.51 0.54 0.58 0.61
2016年前に許可取得、2017年
末まで着工 0.49 0.52 0.56 0.61

2017年中に許可取得、同年内に
着工 0.47 0.5 0.54 0.6

2018年前に許可取得、2019年
末まで着工 0.47 0.5 0.54 0.6

2018年以降許可取得、2020年
以降着工 0.4 0.45 0.49 0.57

太陽光発電 Ⅰ区域 Ⅱ区域 Ⅲ区域
2011年6月30日前に許可取得、
2011年末までに設置完了完了 1.15 1.15 1.15

2013年9月1日前に許可取得、
2013年末までに設置完了 1 1 1

2016年末まで許可取得、2017
年6月30日前に設置完了 0.9 0.95 1

2017年以降許可取得、または
2017年7月1日以降設置完了 0.65 0.75 0.85

2018年以降発電開始 0.55 0.65 0.75

注：�Ⅰ〜Ⅳ区域とは、電源開発ポテンシャルなどに応じて分類した行政区域
（31省級政府）のことであり、風力か太陽光によって分類地域は異なる。
出典：公開資料に基づき、筆者作成
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